第４回　就学前教育・保育施設検討部会会議要旨
Ⅰ．開催日時　　平成23年10月4日（火）　15時～16時30分

Ⅱ．場所　　　　名張市役所３階　３０１会議室

Ⅲ．出席者　　　子ども権利委員３名、　オブザーバー４名、　事務局２名
　（欠席者）　　子ども権利委員２名、　オブザーバー２名
Ⅳ．内容

１．部会長あいさつ
２．議事進行
・第３回部会の協議事項について

資料に基づき、事務局より説明。前回の会議議事録についての内容と、それの要旨をホームページに掲載することを確認いただく。

・第３回就学前教育・保育施設検討部会で出された検討課題について
　　資料に基づき事務局より説明。前回までの会議で出された意見や課題についてを「施設配置に係る考え方」、「施設の老朽化に係る大規模改修の考え方」、「幼稚園施設のこども園への移行について」、「地域における在宅保育家庭の支援について」、「子ども・子育て新システムとの整合」の５つの項目にわけ、それぞれの考え方をまとめた上で提示し、内容について確認いただく。
【審議事項の内容】
○　「施設配置に関する考え方」について、市域を８つの地区に分けること、それぞれの地区の既存施設の活用をすれば今後の幼稚園や保育所の需要は満たされると考えられること、また、その中でも定員を満たしていない施設についてのあり方は、将来的には要検討とする。
○　「施設の老朽化に係る大規模改修の考え方」について、老朽化の改修の目安として、すでに築後35年に近い施設が数件あることから、市の財政状況を鑑みると、２３・２４年度では改修が難しく、また、今後できるであろう国の「子ども・子育て新システム」の補助制度も活用しながら、１年間に１施設ごとと年次的な計画を立てることを考えていくこととする。
また、幼稚園の整備についての市の支援の考え方については、新しい制度についてまだ国の議論が進んでいないが、国の補助制度の中で含むことのできる部分については大いに利用の上、支援することとする。
しかし、老朽化の改修の目安の年を迎えても、統廃合を検討するような施設については大規模改修をせずに、必要な修繕に留めることとする。
○　こども園になると、既存の施設よりも定員増が必要になる場合もある。そのときは、この部会の協議を鑑みて、市から県に働きかけをするべく、県への意見書等を作成する。
○　国の「子ども・子育て新システム」では、無認可保育所も条件を満たせばこども園に認定されるとされているが、現時点では、果たして就学前教育・保育施設として位置づけされる補助がもらえるのかどうかは不明である。
○　私立幼稚園の耐震補強に関する補助については、国の「子ども・子育て新システム」の中で、こども園の移行も踏まえながら、補助制度を活用して改修をしてもらう。
○　今回提示した今までの議論のまとめについて、承認されたので、この部会としては本日を持って終了となる。
最後に、幼児教育検討部会での議論内容の要旨を説明。答申書については、各部会での結論をまとめた上で、それぞれの委員、オブザーバーに送付することとする。







